
Ｈ25当初予算案及びＨ24.2月補正予算案

１ 予算案のポイント

（１） 国の経済対策に合わせて、平成25年度当初予算・平成24年度２

月補正予算一体で、経済活性化のための社会インフラ整備 を切れ

目なく実施する。

（２） 様々な災害に適確に対応し、 安全・安心な県民生活を確保する

ため、防災対策等 を強化する。

（３） 県内で活発な産業活動の展開と雇用の確保のため、産業振興・

雇用対策 を推進する。

（４） 県民生活の安定と若者の健全な育成のため、医療・福祉と教育

の充実 を図る。

（１）経済活性化のための社会インフラ整備 ５５９億円

○ 依然として厳しい状況にある県内経済を早期に活性化させ、また県

民や企業等の安定的な社会・経済活動を支えるため、国の経済対策に

も呼応して、遅れている社会基盤の整備などに早期に着手し、切れ目

なく取り組む。

(単位：億円）

H25当初 H24.2補正 合　計

① 産業基盤整備 189 59 248

② 災害に強い県土基盤整備 182 129 311

371 188 559

施　策　区　分

合　　　計
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（２）防災・安全安心対策 １９６億円

○ 東日本大震災や福島原発事故などを踏まえ、 地震・津波対策、原子

力防災対策などの防災対策 を引き続き推進する。

○ 治安･交通等への対策を強化し、 安全安心な県民生活 の確保を図る。

（３）産業振興・雇用対策 １３４億円

○ 不安定な内外の経済情勢や日本企業の海外展開が進む中、ものづく

り産業や観光・農林水産業などの 産業振興と雇用の増進に積極的に取

り組む。

○ また、厳しい状況にある中小企業対策として、県の制度融資枠を確

保する。

・ 中小企業制度融資の融資枠６５０億円（H21～）を確保

・ 中小企業金融円滑化法の終了を見据えて、H24年12月に創設した経営改善長

期借換資金等により、引き続き、経営力の弱い中小企業の経営改善と資金繰

りを支援

(単位：億円）

H25当初 H24.2補正 合　計

① 地震・津波対策 80 9 89

② 原子力防災・安全対策 12 10 22

③ 治安・交通・防疫対策 54 31 85

146 50 196合　　　計

施　策　区　分

(単位：億円）

H25当初

① 産業振興 104

② 雇用対策 30

134合　　　計

施　策　区　分
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（４）医療・福祉・教育の充実 １３７億円

○ 地域医療や高齢者の介護を支える人材の育成や、障がい者支援・子育

て支援など、すべての県民が安心して暮らせるよう医療・福祉の体制整

備を進める。

○ 明日の島根を担う子どもの育成のため、学校での教育環境の向上や

学校・家庭・地域の連携協力による教育の充実に取り組む。

(単位：億円）

H25当初

① 医療の確保 47

② 福祉の充実 29

③ 子育て支援 33

④ 学校教育の充実 15

⑤ 特別支援教育の充実 8

⑥ 読書・スポーツ活動の充実 5

137

施　策　区　分

合　　　計
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２ 平成25年度当初予算案

○ 予算規模 ５，３１２億円

・ 前年度当初予算5,277億円と比較して、0.7％、35億円の増

・ 公債費を除く一般歳出では、0.8％、37億円の増

・ 平成24年度2月補正予算と合わせて、

① 経済の活性化を図るための 社会インフラ整備、

② 地震・津波対策や原子力防災対策など、防災・安全対策の強化、

③ 活発な産業活動と雇用増進 のための対策の推進、

④ 県民が安心して暮らせるような 医療・福祉と教育の充実 を重点的

に推進

・ このほか、定住・中山間地域対策、交通の確保、環境対策、地域活性

化など、当面する課題の解決や県の総合的な発展に資する事業には、予

算を重点配分

１　県税 558 560 ▲ 2 ▲ 0.4 %

２　地方譲与税等 120 117 3 2.1 %

３　地方交付税 2,168 2,183 ▲ 15 ▲ 0.7 %

（１）地方交付税交付金 1,822 1,811 11 0.6 %

（２）臨時財政対策債 346 372 ▲ 26 ▲ 7.0 %

４　通常県債 373 369 4 1.0 %

５　国庫支出金 718 674 44 6.5 %

６　その他 1,375 1,374 1 0.2 %

5,312 5,277 35 0.7 %

１　給与関係経費 1,220 1,222 ▲ 2 ▲ 0.2 %

２　公債費 873 875 ▲ 2 ▲ 0.2 %

３　投資的経費 1,138 1,116 22 2.0 %

４　扶助費 349 342 7 2.0 %

５　その他 1,732 1,722 10 0.6 %

5,312 5,277 35 0.7 %

(4,439) (4,402) (37) (0.8 %)

　　　　　　（単位：億円）

区       分 H25当初 H24当初 増減 伸び率
a ｂ a-b a/b

歳
 
 

入

計

歳
 
 

出
計

（公債費を除く一般歳出）
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○ 基金取崩額 74億円 （H24：77億円）

・「今後の財政健全化の取組み方針」におけるH25年度の基金取崩額の目標は、当初

予算段階で75億円としており、財政健全化は概ね取組み方針に沿った状況

○ 県債残高（一般会計）

・通常県債の残高は9年連続で減少し、6,864億円となり、ピーク時のH14年度の9,237

億円からは2,000億円以上の減少

県予算規模の推移

県債残高の推移（一般会計）

Ｈ元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５

10,000

通
常
県
債

億円
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2,000

臨
時
財
政
対
策
債

1,000

2,000

3,000

7,429

2,501

(注１) Ｈ元～Ｈ23は決算額、Ｈ24は2月補正(2月21日提案分）後予算額、Ｈ25は当初予算額

(注２) 臨時財政対策債とは、地方交付税の振替であり、元利償還金については後年度に全額交付税措置される
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３ 平成24年度２月補正予算案

○ 予算規模 ３０１億円（補正後のH24年度一般会計予算額 5,714億円）

国の経済対策に呼応し、平成２５年度当初予算と一体的に、経済活性

化のための社会インフラ整備や防災・安全安心のための対策等を実施す

る。

（１）経済対策 ３１３億円

① 社会インフラ整備 １８８億円

○ 産業基盤整備（公共事業） 58.8億円

○ 災害に強い県土基盤整備（公共事業） 128.9億円

② 防災・安全安心対策 ４１億円

○ 原子力防災・安全対策 10.7億円

・要援護者施設等の放射線防護機能の整備など

○ 交通安全対策 30.5億円

・通学路の交通安全対策など（公共事業等）

③ その他の事業 ３億円

○ 介護福祉士等の養成 1.8億円

・島根県社会福祉協議会に対し、介護福祉士等就学資金の貸付原資を助成

○ 一畑電車の設備整備の支援 0.8億円

・一畑電車の老朽化した電路設備の整備費を助成
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④ 国交付金の基金積立 ８１億円

・産業振興・雇用対策 51.6億円

・医療・福祉の充実 ほか 29.5億円

（注）地域の元気臨時交付金について

国のH24年度補正予算に計上された「地域の元気臨時交付金」については、地方

にはH25年度に配分されるため、県のH25年度当初予算において、学校整備や公共事

業などの財源として、68億円を計上している。

（２）県立施設の耐震化 ９億円

・県立学校や県立体育館などの耐震改修工事等を前倒して実施

（３）国基金事業の執行見込みに伴う整理 ▲２１億円

・H24年度の国基金事業の不用額をH25年度以降の事業に活用するため、基金に積

戻し等
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４ 当初予算・２月補正予算の主な事業

※予算額の後の（ ）は、H24当初予算との対比
※［補正］は、H24.2補正予算

(1) 社会基盤・生活基盤の整備

① 公共事業

○ 国のH25年度当初予算は、4月以降の暫定予算を見据え、H24年度補

正予算と一体的な、いわゆる15か月予算の考え方で編成された。

○ 年度当初の公共事業費の安定確保に努めるため、県も同様にH25年度

当初予算規模の確保に併せて、H24年度2月補正予算に221億円規模の事

業を前倒して一体的に編成した結果、公共事業費総額は1,075億円、前

年度同期比で154億円、16.7%の増となった。

○ その際、十分な事業費が確保できるよう努めた結果、県費負担総額

は568億円、対前年度同期比51億円増。

※県費負担額：一般財源と県債の合計額。

※対前年度同期比[(A)－(B)] ＋１５４億円（＋１６．７％）

　H25年度ベース 　H24年度ベース

H25当初 H24.2補正 H24当初 H23.2補正

680 491 189 539 526 12
単独事業 114 114 1 136 129 7

90 76 14 79 79 0

191 174 17 167 167 0

1,075 854 221 921 902 20

補助・交付金事業

直轄事業負担金

（単位：億円）

事業区分

その他

合　　計 (A) (B)
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○ このほか、H25当初予算においては、公共事業以外の普通建設単独事

業（公共施設の耐震改修・防災設備整備、県立学校等の大規模改修な

ど）を240億円（対前年度当初比46億円増）実施。

② その他インフラ整備

○ 県立学校の計画的大規模修繕 454百万円（皆増）

老朽化が進行する学校施設の計画的な大規模修繕等により、施設の長寿命化、

安心・安全な教育環境を維持・確保

○ 県立学校のバリアフリー化 208百万円（▲341百万円）

障がいのある生徒等の教育環境の充実を図るため、エレベーターや多機能ト

イレの設置、段差の解消等を実施

○ 警察署の移転改築 1,515百万円（+1,313百万円）

・浜田警察署の移転改築のため、用地取得・実施設計等を実施

（H27移転予定、整備にあたっては県産材や石州瓦を活用）

・江津警察署の移転改築のため、建築工事を実施

(H25移転予定、整備にあたっては県産材や石州瓦を活用）

H25当初
（C)

H24当初
（D)

増減額
(C)-(D)

伸び率
（C)/（D)

240 194 46 23.9

（単位：億円、％）

事業区分

普通建設単独事業費
（公共事業を除く）
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○ 駐在所、交番の整備 285百万円（＋59百万円）

・老朽化した駐在所等を整備するため、交番・駐在所の建築工事や用地取得を実施

・整備にあたっては、県産材や石州瓦を活用

○ 県立文化施設等の改修 376百万円（▲17百万円）

県立美術館、芸術文化センター、県民会館、三瓶自然館の長期的な保全を図

るため、空調機器や館内情報ネットワーク、専用水道設備等の改修を実施
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(2) 震災・原子力防災対策

○ 震災風水害等の自然災害対策 61百万円（＋28百万円）

東日本大震災を踏まえて、H24年度改訂の地域防災計画等に沿って、地域住民

と一体的に災害に備えた対策を実施

・プライバシーに配慮した更衣テントや間仕切り、要援護者用の衛生用品、食

物アレルギー対応食品等、避難所用の防災備蓄物資を整備【新規】

・災害時の通信手段の遮断に備え、行政活動に必要な衛星携帯電話を整備

【新規】

・総合防災訓練(情報伝達、避難訓練、応急対策等)や住民等防災研修を実施

・消防団員の知識習得・技術向上研修、地域防災リーダー育成研修を実施

・地区組織によるハザードマップ作成等の津波避難計画の策定を支援

○ 原子力防災・安全対策 2,177百万円［補正1,071百万円含む］

・オフサイトセンターの放射線防護機能等を整備

・ＰＡＺ(予防的防護措置を準備する区域：5㎞圏内)に位置する要援護者施設等の

放射線防護機能整備を支援【新規】

・ＵＰＺ(緊急時防護措置を準備する区域：30㎞圏内)に位置する市の保育所に屋

内退避時の衛生用品(紙おむつ)の備蓄を措置【新規】

・モニタリング施設の耐震化や非常用発電設備の整備、公共施設等への放射線測

定器の配備等、モニタリング体制を強化

・2県6市による防災訓練(初動対応、住民避難、緊急時モニタリング等)を実施

・広報誌の作成配布や講演会の開催等、普及啓発活動を実施

○ 木造住宅の耐震改修の支援 10百万円（前年度同額）

国の新耐震基準導入（S56年）以前に建築された木造住宅について、耐震の補

強設計や改修等を支援
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○ 緊急輸送道路沿いの特定建築物に対する耐震診断の促進【新規】

5百万円

地震災害時に人命救助活動等に必要な物資、要員等の広域的な緊急輸送を行う

道路を閉塞させる恐れのある建築物の耐震診断費の一部を助成

○ 社会福祉施設の耐震診断・耐震改修等の支援

1,405百万円（＋1,145百万円）

・国の新耐震基準導入（S56年）以前に建築された社会福祉施設の耐震診断費

の一部を助成

・新耐震基準以前に建築された社会福祉施設の耐震補強工事や改修等を支援

（国基金事業）

・消防法令上設置義務がない小規模な入所施設等のスプリンクラー整備を支

援（国基金事業）

○ 県立学校の耐震改修 423百万円［補正118百万円含む］

県立学校の耐震改修工事(校舎・屋体等13棟)等を計画的に推進

○ 県庁舎等の耐震改修 2,022百万円［補正760百万円含む］

島根県建築物耐震改修促進計画に基づき、震災時における災害対策の中枢機

能の確保等を図るため、県庁舎等の耐震改修を実施（県庁舎2施設、合同庁舎2

施設、議会棟、議事堂別館、警察本部庁舎、県民会館、保健環境科学研究所、

農林大学校、はつらつ体育館、県立体育館、県立図書館、少年自然の家）

○ 私立高校の耐震改修の支援 55百万円（皆増）

私立高等学校の耐震化を促進するため、耐震補強工事費を助成

○ 県庁舎等の非常用発電機の整備 831百万円（皆増）

災害時の通常電源の遮断に備え、行政活動等を維持するため、非常用発電機等

を整備（県庁舎3施設、合同庁舎4施設、警察署3施設、産業交流会館）
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(3) 安全安心な県民生活の確保

○ 防災行政無線の整備 3,837百万円（+263百万円）

県防災行政無線の老朽化等に伴うデジタル化や大容量化のための更新を市町村

消防救急無線と合わせて効率的に整備

○ 農業施設等の風雪害等への備え 300百万円（前年度同額）

風雪害等に備えた農業生産施設等の復旧に対する助成枠を計上

○ 高病原性鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等の家畜伝染病への備え

200百万円（前年度同額）

家畜伝染病発生に備えた初動対応経費や家畜補償経費を計上

○ 県産肉用牛の全頭検査 67百万円（▲24百万円）

福島第一原子力発電所事故に伴う肉用牛の安全確認のための放射性物質検査

を継続
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(4) 商工業・観光振興

○ ものづくり産業の生産力・受注力強化【新規】 213百万円

・県内ものづくり企業がグローバル競争への対応や国内成長産業への参入に向け

生産力及び受注力を強化するための設備導入費等を助成

・県内雇用の維持・拡大に繋がる海外への事業展開を検討する企業を支援するた

め、市場調査等を実施し、展示会出展や海外進出計画策定経費等を助成

○ しまねのものづくり産業活性化プロジェクト 349百万円（＋7百万円）

・企業の技術革新や取引拡大のための試作開発や技術開発を支援

・付加価値の高い製品の製造や次世代技術に対応できる中小企業の技術者養成研

修や新たな取引関係構築を目的とした県外企業への人材派遣等を支援

・集積産業や企業グループの国内外の市場を見据えた経営戦略の構築や戦略に基づ

いた技術力の向上・販路拡大を支援

・安来市周辺に集積する特殊鋼産業の高度化に向け、航空機・エネルギー関連分野

等成長産業への参入に必要な試作開発等を支援

・「島根先端電子技術研究拠点」を活用し、技術人材の育成、電気電子材料等に関

する共同研究等を実施

○ 先端技術イノベーションプロジェクト【新規】 286百万円

産業の活性化と雇用創出を図るため、県産業技術センターにおいて、県内企

業との連携による新製品・新技術の研究開発を実施

○ ものづくり産業の技術者育成 30百万円（+15百万円）

県内企業の在職者を対象として、ものづくりの中核となる技術者を育成する

ため、企業ニーズに応じた実習講座を実施
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○ 産業人材の育成・確保 39百万円（前年度同額）

産学官連携による産業人材の育成確保のため、産業人材育成コーディネータ

ーの配置、各地域の産学官連携組織における企業・学校等が連携したキャリア

教育の支援、若手経営者向け研修等を実施

○ ＩＴ産業の振興 150百万円（前年度同額）

・県内企業のＲｕｂｙを活用した先駆的なシステム開発や自社固有の製品・サービ

スの開発、顧客企業と一体となった新ビジネスモデル開発を支援

・市町村等のＲｕｂｙを使用したシステム導入、県内ＩＴ企業の新技術研究や新商

品開発を支援

・Ｒｕｂｙのビジネス利用拡大を図るため、情報発信、会議・講習会を開催

○ 石州瓦産業の基盤強化 57百万円（前年度同額）

・石州瓦の販路開拓、生産合理化の調査検討、新製品開発に向けての研究会など、

業界が一体となった取組を支援

・住宅リフォームや長期優良認定住宅の石州瓦敷設費の一部を助成

○ 県産品の販路拡大 105百万円（+1百万円）

県産農林水産物及びその加工品などの販路拡大を図るため、大消費地を対象に

事業者が取り組む販売促進活動を支援

・島根フェアの開催等による情報発信、展示商談会への出展支援

・インターネット販売への支援

・商談の専門家による県産品の販売支援

○ 輸出促進支援プロジェクト 30百万円（前年度同額）

境港や浜田港から海外市場に向けての県内企業の販路拡大など輸出を促進す

る取組を支援
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○ 浜田港ロシア貿易拡大プロジェクト 16百万円（前年度同額）

コンテナ及び中古車輸出を支援し貨物船の安定運航を図り、ロシア全土を視

野に入れた市場開拓を進め、ロシア貿易の拠点港化を促進

○ 中小企業の経営力強化のための重点支援 212百万円（＋86百万円）

地域の中核的企業の育成（自律的経営の促進）、起業・創業の促進及び事業承

継の円滑化、セーフティネットを強化

・地域の企業の育成、再生・整理案件など事案に即応した的確な対応を図るた

め、経営安定支援専門員やアドバイザーを派遣し、企業の経営力強化を支援

・経営革新計画の見直しや新たに計画を策定し、商品開発や販路開拓に取り組

む企業を支援

・金融円滑化法終了に伴い企業が取り組む事業計画の策定や見直しを支援

○ 中小企業制度融資

・融資枠650億円を確保（H21年度に200億円拡大した融資枠と同額）

・資金繰り安定化対応資金（融資枠350億円）を1年延長

・経営改善長期借換資金、経営力強化支援資金等により、中小企業の経営を支援

○ 建設産業の経営革新の促進 119百万円（前年度同額）

建設産業の経営の多角化・新分野進出などの経営革新に向けた取組を支援

○ しまね長寿の住まいリフォーム助成 200百万円（＋50百万円）

既存一戸建て住宅のバリアフリー改修及び耐震対策工事費の一部を助成
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○ しまねの観光総合対策 488百万円（＋181百万円）

・古事記編纂1300年や出雲大社平成の大遷宮を契機に、県・市町村・民間団体等

が一体となって、「しまね」の魅力を全国にＰＲしている「神々の国しまね」プ

ロジェクトの成果を継続し、切れ目ない誘客を促進

・「神々」と「ご縁」をテーマとしたイメージキャンペーンの実施や観光商品づく

りを支援

・石見神楽の誘客に併せた継続的な公演の試行等による常設公演の可能性検討

・隠岐ジオパークを活用した誘客対策や世界認定に向けた情報発信

・高速道路を活用した誘客対策、閑散期の誘客対策、他県と連携した誘客対策、

案内板等の観光客受入れ基盤の整備や観光商品づくりの支援等を実施

○ 航空機を利用した観光客の誘致対策 146百万円（+16百万円）

県内3空港を利用した観光客の誘致を促進するため、旅行商品の造成や受入体

制の整備、魅力ある観光商品・メニューづくりを支援

○ 外国人観光客の誘致対策 50百万円（+3百万円）

・外国人観光客誘致のため、観光情報媒体への広告掲載及びガイドブックの作成

などの情報発信やエージェント対策を強化

・外国人観光客誘致に取り組む民間企業を支援

・韓国に現地駐在員を配置、台湾に観光情報発信拠点を設置

・県内空港を利用する国際チャーター便に対し、航空機の着陸料・施設利用料や旅

行会社の商品造成費を助成【新規】
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(5) 農林水産業振興

○ 新規就農者の育成・確保等 386百万円（＋24百万円）

・新規就農者に対する就農前研修や就農後の定着を図るため、就農者等に対して給

付金を交付し、また、研修受入れ農家に対して研修に要する経費の一部を助成

・半農半Ｘによる新規就農、経営を移譲する認定農業者、新たな雇用を創出する農

業法人等の施設設備整備費の一部を助成

・農業高校と地域の関係機関が連携して高校生の卒後の就農を支援

・県とＪＡとの連携により全県一体となった実践的な戦略・支援策を検討【新規】

○ 将来の農林水産業を支える技術開発プロジェクト 43百万円

（＋10百万円）

・ブドウやメロン等の主力園芸作物や本県オリジナルの食用きのこの新品種を開発

し、島根を印象づける新たなブランド産品を創出

・畑作物、水稲の有機栽培支援技術の確立・普及、有機技術の評価手法等を開発

・宍道湖・中海の環境対策と資源活用技術を開発

○ 水稲生産の拡大・水田利活用の促進 49百万円（＋17百万円）

・県水稲奨励品種「つや姫」の生産拡大に必要な種子量を安定的に確保するため、

ＪＡ等が行う施設整備に要する経費の一部を助成【新規】

・新規需要米(注)や加工用米の生産・需要拡大に繋がる施設等の整備を支援

・新規需要米の需要拡大に向けた肥育農家での飼料用米の給与実証や、学校給食で

の米粉食材導入実証を実施

・不作付地での新規作物の栽培など、水田の多面的利活用の実践事業を支援

(注) 新規需要米：米粉用米、飼料用米、稲ＷＣＳ(発酵粗飼料)等

○ 有機農業の促進 70百万円（前年度同額）

・有機農業の着手・拡大に向けた農業者の基盤整備・機械購入や、消費者団体等の

消費者交流や販路開拓・拡大など企画提案による取組を支援

・有機農産物の消費拡大のためのネットワーク体制整備、首都圏でのPRフェア等を

実施
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○「しまね和牛」振興対策 156百万円（＋46百万円）

・繁殖農家における繁殖雌牛の質の改善、世代交代をＪＡ等と連携して支援【新規】

・新たな担い手として集落営農組織等が行う放牧による子牛生産の取組を支援

【新規】

・全国和牛能力共進会の出品基準である早期肥育技術を確立、普及【新規】

○ 農林水産振興がんばる地域応援 236百万円（▲50百万円）

「売れるものづくり・産地づくり」の形成等、農林漁業者等の主体的で戦略

的な取組に必要な活動経費や施設整備費等を支援

○ 森林整備加速化・林業再生（国基金事業）

5,639百万円（＋3,090百万円）

間伐・路網整備、高性能林業機械の導入、木材加工流通施設整備等、森林整備

から木材の伐採・搬出・利用までの一体的な取組や人材育成を支援

○ 循環型林業の促進 110百万円（＋13百万円）

循環型林業の確立と森林の水源かん養等の機能を発揮させるため、原木の搬

送経費を支援することにより、利用期を迎えた立木の伐採と再造林を促進

○ 県産木材を生かした木造住宅づくり支援 120百万円（前年度同額）

県産材を利用した住宅等の新築、増改築及び修繕工事費の一部を助成

○ 民間木造建築の促進 48百万円（前年度同額）

・住宅以外の民間建築物での県産木材利用促進のため、モデル的な民間建築物の木

造化、木質化の工事費の一部を助成

・中・大型木造建築に詳しい建築士を養成
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○ ナラ枯れ・松くい虫対策 152百万円〔補正57百万円(造林公共)含む〕

・ナラ枯れ、松くい虫の予防と駆除の取組を支援

・築地松景観の保全について住民協定を締結している築地松所有者が行う予防・

駆除の取組に要する経費の一部を出雲市と協調して助成

○ シカの適正管理対策 35百万円（＋9百万円）

出雲北山山地及び隣接する湖北山地のシカの繁殖による農林業被害を軽減し、

自然環境とバランスのとれた生息頭数で管理するため、捕獲、被害防除対策を

支援

○ しまねの魚消費拡大の促進 7百万円(前年度同額)

本県漁獲量の大半を占めるアジ、サバ、イワシ等の多獲性魚や未利用魚を活用

した特産加工品の開発及び消費拡大のための取組を支援

○ 浜田地域水産業強化対策 24百万円（▲9百万円）

浜田地域の水産業を支える沖合底びき網漁業の漁船の長寿命化修繕を通じて

地域協議会が行う漁獲物の品質や流通等の構造改革の取組を推進するため、浜

田市と協調して支援
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(6) 雇用対策

○ 緊急雇用創出（国基金事業） 2,371百万円（＋318百万円）

（債務負担行為200百万円）

県、市町村が雇用・就業の機会を創出する事業を実施

[雇用創出人数] （単位：人）

区 分 H20 H21 H22 H23 H24 H25 合計

県 － 931 1,374 1,690 680 510 5,185

市町村 206 1,082 1,519 1,617 399 270 5,093

合 計 206 2,013 2,893 3,307 1,079 780 10,278

・重点分野（介護、医療、農林水産、環境・エネルギー、観光、地域社会雇

用、教育・研究など）における雇用創出

［主な予定事業(県実施分)］

働きながら介護資格取得や技能習得するための人材育成

情報メディアを活用して県産品等の魅力を発信する人材育成

潜在看護師の訪問看護ステーションへの就労促進

潜在看護師の復職に向けた常用雇用前のトライアル雇用

など

・起業後10年以内の企業・ＮＰＯ等への事業委託による雇用創出【新規】

○ 新卒・若年者の就労支援 24百万円（＋6百万円）

・県内企業の人材育成を支援し、採用意欲を高めるとともに、人材の定着や技能承

継を推進するため、新卒・若年者を対象とした研修を実施

・職業経験の浅い若年未就業者に企業等での就労体験機会を提供【新規】
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○ 障がい者の自立に向けた特別支援 221百万円（＋11百万円）

障がい者の雇用場所の拡大や就労機会の提供を行うことにより、障がい者の職

業生活における自立を推進

・就労・生活を支援する支援員を圏域毎に配置し、多様な相談に対応

・就業・生活支援センターにおいて就労を希望する障がい者の就労能力の見極

めを行うことにより、適切な就労系サービス利用を支援

・特例子会社等の設立支援、障がい者の雇用に関する啓発を実施

・就労事業振興センターにおいて就労事業所の活動を支援

・工賃向上に向け、コーディネーターの設置や農業技術の指導など福祉施設

と農業分野の連携により農業就労を促進
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(7) 医療の確保

○ 地域医療再生計画（国基金事業） 3,593百万円（▲225百万円）

地域医療再生計画に基づき、医師をはじめとする医療従事者の育成・確保や医

療機関の施設・設備整備などを支援し、併せてドクターヘリの運航や医療機関連

携を促進する医療情報ネットワークの構築などの体制を整備

医師確保 ・医学生向け奨学金や研修医向け研修資金を貸付

・しまね地域医療支援センターで若手医師のキャリア形成支

援等を実施

・医師事務作業補助者の雇用経費を助成

・ふるさと教育を活用した地域医療教育を推進

看護職員確保 ・医療機関等の離職防止・潜在看護職員の再就業の取組等を支

援

・県内就業を目指す看護学生向け修学資金を貸付

がん対策 ・マンモグラフィ検査機器整備を支援

ドクターヘリ ・ドクターヘリの運航、ヘリポート整備費を助成

ＩＴの活用 ・しまね医療情報ネットワーク整備を支援

・電子カルテ、遠隔画像診断システム整備費を助成

○ 医師・看護職員の確保対策 979百万円（＋120百万円）

離島・中山間地域や小児科等の特定診療科における医師不足、中小病院を中心

とした看護師不足への対策を実施

・全国から医師を招聘するための情報収集や出張面談を実施

・中高生の医療現場体験を実施

・看護師等養成所や院内保育所の運営費の一部を助成

・潜在看護師の常用雇用前のトライアル雇用を支援【新規】

（緊急雇用創出基金）

・看護管理者等への事務作業補助者等の配置を支援【新規】

（緊急雇用創出基金）
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(8) 福祉の充実・健康づくり

○ 福祉・介護人材の確保 437百万円 [補正180百万円含む]

高齢化の進展や介護人材不足に対応するため、計画的な福祉・介護人材の確保

を図る

・福祉・介護人材需要調査を実施【新規】

・無料職業紹介、就職フェア開催、人材マッチングを支援

・島根県社会福祉協議会が介護福祉士等養成施設の入学者に対して行う修学資

金の貸付原資を協議会の基金に積増し

・未就業女性や中高年男性等を対象とした介護資格取得を支援【新規】

（国基金事業）

・潜在看護師の訪問看護ステーションへの就業を支援【新規】

（緊急雇用創出基金）

・働きながらの介護資格取得を支援（緊急雇用創出基金）

○ 地域包括ケアの推進 【新規】 22百万円

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよ

う、医療、介護、予防等のサービスを切れ目なく提供する地域包括ケアシステム

の構築を推進

・訪問看護拠点の新規開設、機能強化を支援

・地域包括ケアシステム構築に向けた市町村の取組を支援

○ 食育の推進 15百万円（＋6百万円）

心身の健康増進と食に関する正しい理解を深めるため、家庭や学校、地域等が

連携して食育活動を推進

・食育フォーラム、料理コンクール等を開催

・朝食キャンペーン、食育の日、食育月間等ＰＲ活動を推進

・市町村等栄養士や栄養教諭を対象とした和食メニューなどの研修会を開催

・小学生全員に「食の学習ノート」を配布

・料理教室や出前講座等の食育に関する活動を実施する民間企業・団体を対象

とした研修会を開催
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○ 障がい者の自立に向けた特別支援

(雇用対策除き) 492百万円（▲131百万円）

障がい者の地域における自立した生活を支援するため、サービス基盤整備の促

進、重度障がい児・者への支援等を実施

・障がい者の生活の場となるケアホーム、グループホームの整備を推進

・強度行動障がい者に対する支援体制を充実

・自閉症などの発達障がい者の相談・支援体制を充実

・高次脳機能障がい者の相談・支援体制を充実

・発達障がい等の心の問題を抱える子どもが、身近な地域で早期に専門的な診

療などの支援が受けられる環境を整備

○ ひきこもり等の子ども・若者の自立支援 40百万円（▲11百万円)

ひきこもり等の困難を有する子ども・若者の社会参加を促すため、市町村にお

ける相談支援体制の整備や自立に向けた取組等を支援

・市町村における相談等の支援体制整備や活動を支援

・県の支援協議会において、情報提供や連絡調整を実施

・市町村と連携して行う民間団体の活動を支援（国基金事業）

○ 自殺予防の推進（国基金事業） 38百万円(▲8百万円)

自殺予防を強化するため、市町村の取組を支援するほか、相談体制整備や広報

啓発活動を推進
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(9) 子育て支援

○ 少子化への対応 80百万円（前年度同額）

・島根県ならではの子育て支援として、国や県の既存制度では対応できない子育て

家庭のニーズにきめ細かに対応する市町村の取組を支援

[支援事業内容の例]

病児・病後児、障がい児の預かりなどの援助を行える人材の養成

命の大切さや親心をはぐくむための乳幼児との関わり体験

公民館等においての子育て家庭や子どもと高齢者世代との交流活動

・独身男女の縁結びの応援として、地域の実情に応じた市町村の縁結び活動への支

援や親を対象とした交流会、県内の企業間交流を目的とした交流会を開催

○ 保育士の人材確保（国基金事業） 【新規】439百万円

保育所整備の推進による保育の量の増加に対応するため、保育の担い手である

保育士の人材確保を図る

・潜在保育士等の就業支援を行う保育士・保育所支援センターを設置

・認可外保育施設職員が保育士資格を取得する経費の一部を助成

・保育士養成施設入学者に対する修学資金を貸付

・私立保育所職員の処遇改善のための経費を助成

○ 小規模な保育等ニーズへの支援 83百万円（＋1百万円）

国庫補助制度の対象にならない小規模なニーズに対する市町村の取組を支援

[県単独事業での要件緩和等の例]

休日保育（国制度：常時開設 → ニーズに応じて開設）

一時保育（国制度：利用児童数・年間延べ25人以上 → 25人未満も対象）

災害に備えた屋内退避時の衛生用品（紙おむつ）の備蓄【新規】

○ 児童クラブへの支援 523百万円（＋89百万円）

市町村等が設置する放課後児童クラブの運営、整備を支援
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(10) 教育の充実

○ 悩みの相談・不登校対策 254百万円（＋60百万円）

いじめ、暴力行為、不登校等の課題に対し、未然防止や早期発見のため、アン

ケート調査実施の拡大やスクールカウンセラー等による相談体制を強化

○ 小中高校生のキャリア教育の推進 65百万円（＋1百万円）

・高校生の職業意識の醸成と県内就職の促進、地域産業を担う人材の育成を進める

ため、企業見学やセミナーの開催、学校と地域や企業が連携した課題研究事業な

どを実施

・高校と小中学校が地域で連携したキャリア教育のモデル的取組を支援【新規】

○ 離島・中山間地域の高校魅力化・活性化の推進

45百万円（▲4百万円）

離島・中山間地域の高校と地元町村が連携して、3年間の計画に基づき実施す

る高校の魅力化・活性化の取組を支援

○ 私立学校の魅力向上支援 61百万円（+10百万円）

私立学校の学習環境の向上など、魅力化や特色化につながる設備整備費等の一

部を助成

○ 特別支援学校の校舎等の整備 810百万円（＋223百万円）

・特別支援学校高等部の生徒急増に伴う校舎確保対策や耐震力不足に伴う建替等

石見養護学校、出雲養護学校

・教育の機会確保のための分教室設置

出雲養護学校雲南分教室

・教育部門開設及び機能強化に伴う施設等の整備

肢体不自由教育部門：出雲養護学校、益田養護学校

病弱教育部門：江津清和養護学校、松江緑が丘養護学校
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○ 学校における読書活動の推進 188百万円（前年度同額）

・小中学校（H25見込：314校）に学校司書等を配置する市町村の取組を支援

・県立高校、特別支援学校への学校司書配置や図書整備等により図書館教育を推進

○ 学校部活動におけるふるさと人材の活用 31百万円（前年度同額）

・中・高校の部活動に専門的な指導者がいない学校へ地域の指導者を派遣

・トップレベル等の学校の部活動に専門的な指導者を派遣

○ 子ども体力の向上支援 14百万円（＋3百万円）

・小中学校における体力向上推進計画の策定、学校体育指導の充実、地域との連携

により1日1時間以上体を動かす運動習慣の定着を推進

・未就学児の体力向上のための活動を実施【新規】

○ スポーツ競技力の向上対策 96百万円（＋23百万円）

「島根県スポーツ推進計画」の目標である「スポーツの楽しみ・感動を通じて

活力ある地域づくり」の実現に向けた取組を実施

・スポーツ競技人口の維持拡大と地域の活性化を推進するため、競技団体の普

及・強化活動費を助成【新規】

・国体等の大会出場選手や小中高生の競技団体等に対して、健全で強い体づく

りを支援するトレーナーやスポーツ栄養士などを派遣【新規】

・国体候補選手や高校重点校指定校等の練習強化、競技指導者の育成等を支援

○ ひきこもり等の子ども・若者の自立支援（再掲）
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(11) 定住対策・中山間地域対策

○ 定住の推進 527百万円（＋32百万円）

・情報誌発行等による定住情報の発信や首都圏等でのＵＩターンフェアを開催

・ＵＩターン希望者が県内で産業体験を行う場合の滞在費を助成

対象者の拡充：自宅へのＵターン者を追加

体験分野の拡充：介護分野を追加（現在の対象分野：農林水産業、伝統工芸）

・県内市街地での生活体験を行うＵＩターン希望者に空き家を貸し出し

・市町村における定住支援員の配置やＵＩターン者向けの空き家改修費を助成

・地域づくり活動を行うＮＰＯ等に対し、初期経費や新たな活動経費を助成

○ 中山間地域等の活性化の推進 172百万円（＋35百万円）

全県的な課題や中山間地域の地域課題に対し、県庁部局が分野横断的に連携し、

市町村等とともに課題解決の取組を推進

・地域課題等の解決に向けた実証事業や優良モデル事例創出等の取組の拡充、

市町村による課題解決の取組を支援

・しまねの郷づくりカルテの情報を共有して、中山間地域の地区毎の仕組みづ

くりを市町村と連携し一体的にサポート

・高齢化や人口減少等が著しい公民館等の地区における、地域の課題解決の取

組に対する市町村の過疎対策事業債(ソフト分)を活用した支援に対し、市町

村負担の一部を助成

・市町村が地域住民や商業者等と連携して行う買い物弱者対策等を支援

○ 交通空白地域の解消支援 20百万円（前年度同額）

交通空白地域の生活交通確保のため、自治会輸送活動など、市町村が独自の対

策を行う場合に実行計画策定や実証運行などの取組を支援

○ 地域貢献型の集落営農の育成 54百万円（▲6百万円）

集落の維持・活性化に貢献する集落営農組織の育成及びＵＩターン者等の雇用

に向けた加工や農外事業等の取組を支援
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(12) 社会貢献活動の推進

○ しまね社会貢献基金事業 32百万円（＋13百万円）

社会貢献活動をさらに推進するため地域づくり活動を行うＮＰＯ等の活動を

支援

・ＮＰＯが市町村や企業等と協働して進める社会貢献活動を支援

・認定ＮＰＯ法人への移行に向けた研修、相談を実施

・県民等からの寄附金と県費を基金に積増し

○ 地域づくり活動の支援 39百万円（「定住の推進」の一部再掲）
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(13) 交通の確保

○ バス路線の運行維持 331百万円（+24百万円）

・幹線のバス路線について国と協調して運行経費等を助成

・県立学校の通学路線や合併後の複数市町村をまたぐ路線の運行経費の一部を助

成

・市町村内での路線について、運行形態にかかわらず、市町村の取組を支援

○ 一畑電車の運行維持 222百万円［補正82百万円含む］

（債務負担行為183百万円）

・地域生活交通を担う一畑電車の運行を安定的に維持するため、線路・電路・車

両等の鉄道基盤整備や鉄道の安全性向上のための設備整備を支援

・現行車両の老朽化に伴う更新等を支援するため、整備計画18車両のうち、H25年

度に発注予定の6車両分の助成について債務負担行為を設定

○ 交通空白地域の解消支援(再掲)

○ 隠岐航路の運航維持【制度創設】

H26年3月運航開始予定の超高速船ジェットフォイルの指定管理料に対する隠

岐４町村の負担の一部を助成

○ 航空機を利用した観光客の誘致対策（再掲）

○ 国際チャーター便への支援【新規】 9百万円

（「外国人観光客の誘致対策」の一部再掲）
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(14) 環境対策

○ 宍道湖・中海の湖沼環境保全・再生 89百万円（＋19百万円）

宍道湖・中海の特性に応じた効果的な対策を検討するための調査等を実施

・専門家による汚濁メカニズムの解明を実施

・湖底形状や湖底堆積物が水質に与える影響を把握するための調査分析を実施

・藻の回収による栄養塩の湖外搬出と活用方法の調査研究を実施

（以上いずれも山陰両県共同事業）

・底質等の異なる宍道湖の3か所に覆砂し、シジミ資源の回復効果を検証

【新規】

・アオコ発生プロセスを解明するためのデータ収集と調査分析を実施【新規】

・県管理河川におけるアオコ等の異常発生に対して、地元市と協力して対処

○ 海岸漂着ごみ等の回収・処理（国基金事業）

300百万円（＋237百万円）

・県管理海岸の海岸漂着物の回収・処理を実施

・市町村管理海岸の海岸漂着物の回収・処理費を助成

○ ３Ｒの推進 56百万円（＋44百万円）

産業廃棄物減量税を活用し、産業廃棄物の発生抑制（リデュース）、再使用（リ

ユース）、再生利用（リサイクル）を進め、廃棄物の減量化を促進

・しまねグリーン製品の販路拡大等を支援【新規】

・しまねグリーン製品事業化支援のため県有施設の改修等でのモデル的利用を

実施【新規】

・イベントでのリユース食器の継続利用による啓発を実施【新規】

○ 再生可能エネルギー利活用の推進 354百万円（+172百万円）

・市町村の多様なエネルギー導入の検討費等の一部を助成

・市町村等の発電事業の事業化のための調査費の一部を助成【新規】

・住宅用太陽光発電設備等の導入費の一部を助成

・公共施設等への太陽光発電設備等の導入費を助成（国基金事業）
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(15) 地域活性化

○ 島根の「古代歴史文化賞（仮称）」創設【新規】 30百万円

・歴史文化を活用して島根の魅力を発信するため、古代の歴史文化に関する書籍を

対象とした「古代歴史文化賞」を創設し、書籍の出版を奨励

・古代歴史文化賞をテーマとした情報発信等により島根への関心を高め、観光誘客

を促進（再掲）

○ 石見銀山世界遺産の情報発信、調査・保存 129百万円（▲30百万円）

・調査・研究により明らかにされた遺跡の価値を情報発信

・遺跡を適切に保存管理・活用するための整備を実施

○ 隠岐ジオパークの世界認定支援 151百万円（＋19百万円）

隠岐ジオパークのH25年度の世界認定に向けて、地元と一体となって取組み

・遊歩道、トイレ等の施設整備、改修を実施

・隠岐地域特有の生態系や希少動植物の調査を実施

・推進協議会が中心となって行うガイド養成や広報等の取組を支援

・日本ジオパーク全国大会の開催を支援【新規】

・観光協会等との連携を強化して観光客向け情報発信を推進【新規】（再掲）

○ 離島活性化の促進【新規】 100百万円

新たに創設される国の離島活性化交付金を活用して、隠岐地域の定住や地域活

性化の取組を支援
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 Ｈ２５当初 Ｈ２４当初 増　減 対前年度比

 (A) (B) (A)-(B) (A/B)
Ｈ２５
当初

Ｈ２４
当初

 １．県 税 55,750,746 55,977,397 ▲ 226,651 99.6% 10.5% 10.6% 

 ２．地 方 消 費 税 清 算 金 13,576,326 13,624,359 ▲ 48,033 99.6% 2.6% 2.6% 

 ３．地 方 譲 与 税 11,828,000 11,566,000 262,000 102.3% 2.2% 2.2% 

 ４．地 方 特 例 交 付 金 169,000 179,000 ▲ 10,000 94.4% 0.0% 0.0% 

 ５．地 方 交 付 税 182,166,000 181,066,000 1,100,000 100.6% 34.3% 34.3% 

〃 （含臨時財政対策債） (216,789,000) (218,299,000) (▲ 1,510,000) (99.3%) (40.8%) (41.4%)

 ６．交通安全対策特別交付金 250,000 260,000 ▲ 10,000 96.2% 0.0% 0.0% 

 ７．分 担 金 及 び 負 担 金 2,070,757 2,070,872 ▲ 115 100.0% 0.4% 0.4% 

 ８．使 用 料 及 び 手 数 料 2,468,978 2,420,737 48,241 102.0% 0.5% 0.5% 

 ９．国 庫 支 出 金 71,799,118 67,443,474 4,355,644 106.5% 13.5% 12.8% 

10．財 産 収 入 1,359,067 1,298,453 60,614 104.7% 0.3% 0.2% 

11．寄 附 金 80,353 13,350 67,003 601.9% 0.0% 0.0% 

12．繰 入 金 27,532,744 26,501,652 1,031,092 103.9% 5.2% 5.0% 

13．繰 越 金 3,000,000 3,000,000 0 100.0% 0.6% 0.6% 

14．諸 収 入 87,183,233 88,081,480 ▲ 898,247 99.0% 16.4% 16.7% 

15．県 債 71,922,300 74,148,200 ▲ 2,225,900 97.0% 13.5% 14.1% 

〃 （除臨時財政対策債） (37,299,300) (36,915,200) (384,100) (101.0%) (7.0%) (7.0%)

531,156,622 527,650,974 3,505,648 100.7% 100.0% 100.0% 

　 １．議 会 費 1,026,690 1,019,484 7,206 100.7% 0.2% 0.2% 

 ２．総 務 費 28,145,928 26,406,626 1,739,302 106.6% 5.3% 5.0% 

 ３．民 生 費 53,178,907 51,517,207 1,661,700 103.2% 10.0% 9.8% 

 ４．衛 生 費 19,703,124 19,675,647 27,477 100.1% 3.7% 3.7% 

 ５．労 働 費 4,226,071 3,945,030 281,041 107.1% 0.8% 0.7% 

 ６．農 林 水 産 業 費 42,131,758 38,246,651 3,885,107 110.2% 7.9% 7.3% 

 ７．商 工 費 82,403,735 83,609,169 ▲ 1,205,434 98.6% 15.5% 15.8% 

 ８．土 木 費 74,142,641 78,861,418 ▲ 4,718,777 94.0% 13.9% 14.9% 

 ９．警 察 費 22,106,604 21,018,255 1,088,349 105.2% 4.2% 4.0% 

10．教 育 費 94,388,603 93,934,512 454,091 100.5% 17.8% 17.8% 

11．災 害 復 旧 費 6,788,920 6,258,952 529,968 108.5% 1.3% 1.2% 

12．公 債 費 87,390,760 87,581,849 ▲ 191,089 99.8% 16.4% 16.6% 

13．諸 支 出 金 15,222,881 15,276,174 ▲ 53,293 99.7% 2.9% 2.9% 

14．予 備 費 300,000 300,000 0 100.0% 0.1% 0.1% 

531,156,622 527,650,974 3,505,648 100.7% 100.0% 100.0% 

平成２５年度当初予算  科目別・目的別内訳一覧表

合           計 

　　歳　　　　出

合           計 

区                 分

　　歳　　　　入

構　　成　　比

( 単位 : 千円 )

（一 般 会 計）



 Ｈ２５当初 Ｈ２４当初 増　減 対前年度比

 (A) (B) （A）－（B） (A/B)
Ｈ２５
当初

Ｈ２４
当初

 1．自　主　財　源 193,022,204 192,988,300 33,904 100.0% 36.5% 36.6% 

  (1) 県 税 55,750,746 55,977,397 ▲ 226,651 99.6% 10.5% 10.6% 

  (2) 地 方 消 費 税 清 算 金 13,576,326 13,624,359 ▲ 48,033 99.6% 2.6% 2.6% 

  (3) 分 担 金 及 び 負 担 金 2,070,757 2,070,872 ▲ 115 100.0% 0.4% 0.4% 

  (4) 使 用 料 及 び 手 数 料 2,468,978 2,420,737 48,241 102.0% 0.5% 0.5% 

  (5) 財 産 収 入 1,359,067 1,298,453 60,614 104.7% 0.3% 0.2% 

  (6) 寄 附 金 80,353 13,350 67,003 601.9% 0.0% 0.0% 

  (7) 繰 入 金 27,532,744 26,501,652 1,031,092 103.9% 5.2% 5.0% 

  (8) 繰 越 金 3,000,000 3,000,000 0 100.0% 0.6% 0.6% 

  (9) 諸 収 入 87,183,233 88,081,480 ▲ 898,247 99.0% 16.4% 16.7% 

 2．依　存　財　源 338,134,418 334,662,674 3,471,744 101.0% 63.5% 63.4% 

  (1) 地 方 譲 与 税 11,828,000 11,566,000 262,000 102.3% 2.2% 2.2% 

  (2) 地 方 特 例 交 付 金 169,000 179,000 ▲ 10,000 94.4% 0.0% 0.0% 

  (3) 地 方 交 付 税 182,166,000 181,066,000 1,100,000 100.6% 34.3% 34.3% 

〃 （含臨時財政対策債） (216,789,000) (218,299,000) (▲ 1,510,000) (99.3%) (40.8%) (41.4%)

  (4) 交通安全対策特別交付金 250,000 260,000 ▲ 10,000 96.2% 0.0% 0.0% 

  (5) 国 庫 支 出 金 71,799,118 67,443,474 4,355,644 106.5% 13.5% 12.8% 

  (6) 県 債 71,922,300 74,148,200 ▲ 2,225,900 97.0% 13.5% 14.1% 

〃 （除臨時財政対策債） (37,299,300) (36,915,200) (384,100) (101.0%) (7.0%) (7.0%)

531,156,622 527,650,974 3,505,648 100.7% 100.0% 100.0% 

【再　計】

 Ⅰ．一　般　財　源 322,479,259 320,096,831 2,382,428 100.7% 60.7% 60.7% 

 Ⅱ．特　定　財　源 208,677,363 207,554,143 1,123,220 100.5% 39.3% 39.3% 

平成２５年度当初予算 歳入内訳一覧表
（一 般 会 計）

( 単位 : 千円 )

区               分
構　　成　　比

合           計 



Ｈ２５当初 Ｈ２４当初 増　減 対前年度比

（A） （B） （A)-（B） （A／B）
Ｈ２５
当初

Ｈ２４
当初

1．義   務   的   経   費 244,179,045 243,913,648 265,397 100.1% 46.0% 46.3% 

  (1) 人         件         費 122,035,098 122,238,611 ▲ 203,513 99.8% 23.0% 23.2% 

  (2) 公         債         費 87,284,753 87,496,010 ▲ 211,257 99.8% 16.4% 16.6% 

  (3) 扶         助         費 34,859,194 34,179,027 680,167 102.0% 6.6% 6.5% 

2．普 通 建 設 事 業 費 107,306,182 105,580,608 1,725,574 101.6% 20.2% 20.0% 

  (1) 補   助   事   業   費 59,862,305 61,118,414 ▲ 1,256,109 97.9% 11.3% 11.6% 

  (2) 単   独   事   業   費 36,781,150 34,181,472 2,599,678 107.6% 6.9% 6.5% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 7,586,683 7,904,816 ▲ 318,133 96.0% 1.4% 1.5% 

  (4) 同級他団体事業負担金 6,800 9,495 ▲ 2,695 71.6% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 3,069,244 2,366,411 702,833 129.7% 0.6% 0.4% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 6,545,530 6,016,805 528,725 108.8% 1.2% 1.1% 

  (1) 補   助   事   業   費 6,275,530 5,747,009 528,521 109.2% 1.2% 1.1% 

  (2) 単   独   事   業   費 270,000 265,000 5,000 101.9% 0.0% 0.0% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 0 4,796 ▲ 4,796 0.0% 0.0% 0.0% 

  (4) 受   託   事   業   費 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 61,059,830 61,831,970 ▲ 772,140 98.8% 11.5% 11.7% 

5．貸          付         金 81,994,833 81,200,384 794,449 101.0% 15.4% 15.4% 

6．そ          の         他 30,071,202 29,107,559 963,643 103.3% 5.7% 5.5% 

合           計 531,156,622 527,650,974 3,505,648 100.7% 100.0% 100.0% 

平成２５年度当初予算  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計：総額）
( 単位 : 千円 )

区               分
構　　成　　比



平成２５年度当初予算案　歳入・歳出構成内訳

使用料及び手数料 2,469(0.5)

繰入金 27,533(5.2)

総務費 28,146(5.3)

地方交付税 182,166(34.3)

県債 71,922(13.5)

依存財源(63.5)

地方譲与税等 12,247(2.2)

県税 55,751(10.5)

自主財源(36.5)

地方消費税清算金 13,576(2.6)

諸収入 87,183(16.4)

分担金及び負担金 2,071(0.4)

Ｈ２５当初
５３１，１５７
(１００．０)

民生費 53,179(10.0)

衛生費 19,703(3.7)

労働費 4,226(0.8)

農林水産業費
42,132(7.9)

警察費 22,107(4.2)

土木費

74,142
(13.9)

教育費

94,389
(17.8)

災害復旧費 6,789(1.3)

公債費

87,390
(16.4)

その他 16,550(3.2)

Ｈ２５当初

５３１，１５７
(１００．０)

人件費 122,035(23.0)

公債費 87,285(16.4)

扶助費 34,859(6.6)
普通建設事業費 107,306(20.2)

災害復旧事業費 6,546(1.2)

その他 30,071(5.7)

補助費等 61,060(11.5)

貸付金 81,995(15.4)

義務的経費(46.0)

投資的経費(21.4)

その他の経費(32.6)

歳入予算款別構成比

歳出予算目的別構成比

歳出予算性質別構成比

単位：百万円、(％)

商工費

82,404

(15.5)

国庫支出金 71,799(13.5)

財産収入等 4,440(0.9)

Ｈ２５当初

５３１，１５７
(１００．０)



平成２５年度当初予算案　歳入・歳出構成内訳
<　一般財源ベース　＞

繰入金 1,578(0.5)

総務費 18,954(5.9)

地方交付税 182,166(56.5)

基金取崩 7,429(2.3)

Ｈ２５当初
３２２，４７９
(１００．０)

民生費 44,063(13.7)

衛生費 11,745(3.6)

労働費 894(0.3)

農林水産業費
14,493(4.5)

警察費 20,044(6.2)

土木費 22,788(7.1)

教育費
76,110
(23.6)

災害復旧費 418(0.1)

公債費

87,382
(27.0)

その他 16,473(5.2)

Ｈ２５当初
３２２，４７９
(１００．０)

人件費 105,434(32.7)

公債費 87,277(27.1)

普通建設事業費 26,422(8.1)

災害復旧事業費 202(0.1)

その他 23,771(7.4)

補助費等 46,806(14.5)

貸付金 1,215(0.4)

義務的経費(69.5)

投資的経費(8.2）

その他の経費(22.3)

歳入予算款別構成比

歳出予算目的別構成比

歳出予算性質別構成比

単位：百万円、(％)

商工費 9,115(2.8)

県税 55,751(17.3)

その他 2,557(0.7)

Ｈ２５当初
３２２，４７９
(１００．０)

地方消費税清算金 13,576(4.2)

地方譲与税等 12,247(3.9)

国庫支出金 9,552(3.0)

繰越金 3,000(0.9)

扶助費 31,352(9.7)

依存財源(74.1)

自主財源(25.9）

県債（臨時財政対策債） 34,623(10.7)
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※H元年度からH23年度までは決算額
※減債基金は、満期一括勘定分を除く

財 政 調 整 基 金 等 の 推 移
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（単位：百万円）

中山間地域等活性化基金
(森林整備加速化・林業再生)

H21
～
H26

5,295 18 2,468 3,958 0 2 5,558 1,247 中山間地域等の活性化を推進するための事業に要す
る経費に充てるため、基金を設置

2 緊急雇用創出事業臨時特例基金
H20
～
H25

3,039 1,042 2,857 1,200 ▲ 483 1 2,572 336

離職を余儀なくされた非正規労働者等の短期の雇用
機会の創出、若年者の雇用機会の創出や人材育成、
地域に根ざした企業支援による失業者の雇用機会の
創出、求職中の生活困窮者等の生活、就労、住宅等
の支援、介護人材の確保のための事業に要する経費
に充てるため、基金を設置
※着手済み事業は事業終了まで延長可

3 ふるさと雇用再生特別基金
H21
～
H23

266 0 266 0 0 0 0 0
県又は市町村が地域の実情に応じて実施する地域に
おける求職者の雇用機会の創出のための事業に要す
る経費に充てるため、基金を設置

4 地域医療再生臨時特例基金
H21
～
H25

6,564 2 3,697 0 ▲ 713 1 3,317 266
「地域医療再生計画」に基づいて実施する事業に要
する経費に充てるため、基金を設置
※着手済み事業は事業終了まで延長可

5 医療施設耐震化臨時特例基金
H21
～
H25

204 0 204 1,192 0 0 179 1,013
災害拠点病院等の医療施設の耐震化整備のための事
業に要する経費に充てるため、基金を設置
※着手済み事業は事業終了まで延長可

6
障害者自立支援対策臨時特例基
金

H21
～
H24

415 17 432 0 0 0 0 0

県及び市町村が障害者自立支援法の円滑な運用又は
福祉若しくは介護に関する業務に従事する人材の確
保を図るために実施する事業に要する経費に充てる
ため、基金を設置

7
社会福祉施設等耐震化等臨時特
例基金

H21
～
H25

2,906 1 168 0 ▲ 2 1 933 1,809

社会福祉施設等の耐震化及びスプリンクラーの整備
を促進するための事業に要する経費に充てるため、
基金を設置
※着手済み事業は事業終了まで延長可

8

介護職員処遇改善等臨時特例基
金
（H25名称変更：介護保険施設等
開設支援臨時特例基金）

H21
～
H25

464 0 421 201 ▲ 36 0 271 9

介護保険法に基づく施設等の開設の準備又は介護職
員の処遇の改善を支援する事業に要する経費に充て
るため、基金を設置
（H25事業：介護職員の処遇改善支援は対象外）

9
介護基盤緊急整備等臨時特例基
金

H21
～
H25

679 3 671 739 ▲ 192 0 909 33

介護保険法に基づく施設等の整備及び防災対策等を
促進するための事業及び高齢者等に対する日常的な
支援を行う体制を整備するための事業に要する経費
に充てるため、基金を設置

10 安心こども基金
H21
～
H27

1,840 340 1,696 754 ▲ 640 1 1,799 80

保育所又は認定こども園の整備、保育の質の向上の
ための研修その他子どもを安心して育てることがで
きるような体制の整備に要する経費に充てるため、
基金を設置

11 妊婦健康診査支援基金
H21
～
H24

177 0 148 0 0 0 0 29
市町村が実施する妊婦健康診査事業及び県が当該事
業の円滑な推進を図るために行う事業に要する経費
に充てるため、基金を設置

12 地域自殺対策緊急強化基金
H21
～
H26

79 0 50 30 ▲ 12 0 38 33
地域における自殺対策の緊急強化を図るための事業
に要する経費に充てるため、基金を設置

13
子宮頸がん予防ワクチン等接種
緊急促進基金

H22
～
H24

449 0 305 0 60 0 0 84
市町村が子宮頸がん予防ワクチン等の接種を緊急に
促進するために行う事業の財源に充てるため、基金
を設置

14
高等学校奨学金事業等支援臨時
特例基金

H21
～
H26

191 2 133 0 ▲ 44 0 89 15

経済情勢及び雇用情勢の悪化により修学が困難と
なった高等学校等の生徒に係る奨学金の貸与及び授
業料の減免に対して補助を行う事業に要する経費に
充てるため、基金を設置

15 消費者行政活性化基金
H21
～
H25

53 0 53 38 0 0 38 0

県又は市町村が消費生活に関する相談窓口の機能の
強化その他消費者の利益の擁護又は増進を図るため
に実施する事業に要する経費に充てるため、基金を
設置

16 しまね社会貢献基金
H23
～
H25

89 0 85 0 ▲ 4 0 8 0

県民の積極的な「公」への参加による公的サービス
の供給に向け、ＮＰＯ等の自立的な活動を促進・支
援するための事業に要する経費に充てるため、基金
を設置

しまね環境基金（地球温暖化対
策等関係）

H21
～
H24

71 0 70 0 0 0 0 1 島根県環境基本条例に基づく環境の保全に関する施
策の推進に要する経費に充てるため、基金を設置

しまね環境基金(再生可能エネル
ギー関係)

H24
～
H28

0 700 70 0 0 0 159 471 島根県環境基本条例に基づく環境の保全に関する施
策の推進に要する経費に充てるため、基金を設置

しまね環境基金(海岸漂着物関
係)

H25 0 0 0 0 0 300 300 0 島根県環境基本条例に基づく環境の保全に関する施
策の推進に要する経費に充てるため、基金を設置

地域活性化・経済対策調整基金
（公共投資交付金等）

H21
～
H24

538 0 537 0 0 0 0 1
地域の活性化に資する施策又は経済対策に対応した
施策を行うために必要な事業に要する経費に充てる
ため、基金を設置

地域活性化・経済対策調整基金
（光をそそぐ交付金）

H23
～
H24

312 0 275 0 0 0 0 37
地域の活性化に資する施策又は経済対策に対応した
施策を行うために必要な事業に要する経費に充てる
ため、基金を設置

23,631 2,125 14,606 8,112 ▲ 2,066 306 16,170 5,464

※表頭「今後活用額等」の欄の中には、今後、返還を予定しているものを含む
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平成24年度
11月補正後

国の経済対策等に伴い造成した基金一覧

積立 取崩
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県 予 算 規 模 の 推 移
（単位：百万円）

当 初 ６月補正
年度 対前年 前年比 ９月補正 12月補正 ２月補正 そ の 他 最終専決後

(◎骨格) 当初比

6 536,345 3.7 4,297 1,043 7,307 8/10 103 581,254▲
( 1,500) ( 746) （ )内経済対策 内給与 渇水対策

◎
7 535,929 0.1 17,237 3.1 16,053 1,340 22,547 10/31 43,055 597,329▲ ▲

( ( 9,869) ( 1,340) ( )内経済対策 内経済対策 内給与 経済対策
内災害復旧 (臨時議会)7,161) ( 4,192)

( 4.3) 10/ 8 792
8 559,089 ＊ 1.1 8,842 1,695 4,890 12/19 50 577,402

( 1,695) ( ､ )内給与 衆院選挙 上水道

9 603,468 7.9 12,000 1,679 5,863 2/16 4,453 612,375▲
内災害復旧 内給与 (臨時議会)( 8,126) ( 1,679)

10 639,430 6.0 44,955 4,665 47,884 6,908 10/15 1,200 730,209▲
( ( 4,205) ( 45,734) ( ( )内経済対策 内経済対策 内経対 内経済対策 災害復旧
45,964) ( 1,050) 702)内給与

◎
11 634,415 0.8 23,101 2.8 11,465 36,973 1,195 708,415▲

内経対 内経済対策( 37,670) (
( 1,483) 6,779)内給与▲

( 1.5) 27,786 1,457 10/23 403▲
12 643,823 ＊ 2.1 11,697 ( 26,720) ( ( ) 679,977▲ 内経対 内経済対策 震災対策

( 3,835) ( 1,172) 4,963)内経済対策 内給与▲
4,647 965 8/ 2 109▲

13 665,250 3.3 4,546 ( ( ( ) 674,343内緊急雇用創出 内経済対策 漁業対策
3,600) 22,263)

10,811▲
14 642,760 3.4 6,856 30 ( 638,458▲ 内経済対策

12,733)
◎ 10/10 866

15 626,909 2.5 2,995 2.0 7,900 31,882 ( ) 604,649▲ ▲ ▲ 衆院選挙

( 3.4)▲
16 605,741 ＊ 3.8 1,315 1,041 18,512 585,474▲ ▲ ▲

8/ 8 850
17 553,973 8.5 1,562 2,008 ( ) 554,186▲ ▲ ▲ 衆院選挙

7/31 13,529
18 523,261 5.5 1,863 4,508 4,691 ( ) 538,243▲ ▲ 豪雨災害

◎
19 510,731 2.4 5,916 1.3 663 3,691 13,974 507,797▲ ▲ ▲

23,195①
20 501,199 ( 1.9) 3,288 2.4 1,515 2,619 ( 3/24 15 516,262▲ ▲ 内経済対策

＊ 3.0 ( ) 23,127) ( )▲ 経済対策 強風災害
16,703②▲
26,516①
内経済対策21 527,070 5.2 45,403 13.5 15,635 1,399 (

( 8,335) ( ) ( 8,827) ( 485) 25,974) 598,032内経対 経済対策 内経済対策 内経済対策
20,870②▲

内経済対策(
5,921)
267 8/9 31① (除雪)

22 535,493 1.6 200 6.4 4,864 440 2,754 ( )▲ ② 口蹄疫
( ( 434) 8/23 1,568 552,554内経対 内経対 (内経済・緊急対策

25,706) 4,044 15,741 6,929) ( )追加提案（経対） 追加提案 土砂災害
( 15,541) 20,132内経対 ③▲

23 532,225 0.6 6,298 0.5 2,913 2,775 7,087▲ ①
( ( ( 767) ( 2,250) ( 714) 541,312内経済・緊急対策 内経済対策 内経済・緊急対策 内経対 内経対
27,630) 6,057) 9,144 21,034追加提案 ②▲

( 9,138)内経対

24 527,651 0.9 1,100 ▲1.7 3,159 431 30,075 5/14 390▲
673 ( ( )追加提案① 内経対 雇用基金等

5,363 31,325)②
( 4,194)内経対

2,572③
( 2,572)内経対

25 531,157 0.7

(注)１．当初予算欄の◎は、統一地方選挙を控えた「骨格予算」 ２．対前年当初比欄の＊は、対前年度６月補正後予算対比
３．６月補正の前年比は、対前年度当初予算対比(ただし、平成２０～２４年度は対前年度６月補正予算後対比)
４．平成６年度当初予算は、ＮＴＴ債の繰上償還を除いた額


